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１ 雨水流出抑制の目的 

木更津市公共下水道事業計画（以下「下水道事業計画」という。）で決定した計画降雨量が

公共下水道管渠に流入する最大雨水流出量の割合（「以下流出係数」という。）に合せた適切

な排水設備を設置することにより、大雨等による浸水被害を未然に防ぐことを目的とします。 

 

２ 対象事業 

木更津市公共下水道等雨水流出抑制に関する指導要綱（平成２９年３月２７日木更津市告

示第７９号）第３条に規定する３００平方メートル以上の土地を対象とします。 

 

３ 計算の順序 

①  予定地の公共雨水桝の個数や位置及び地形を確認してください。 

②  下水道事業計画の流出方向を確認し、複数の流方向がある場合は流出方向で分割してく

ださい。特に公共雨水桝の流出方向を変えることは、浸水被害を助長する可能性があるた

めご注意ください。 

③  雨水の排水処理方法について、敷地内の雨水は排水設備により集水し、公共雨水マスへ

接続してください。特に出入口等について、敷地の外に流出しないように排水設備を設置

するようお願いします。 

④  土地利用計画の平均流出係数を算定してください。 

⑤  ④で算定した流出係数が下水道事業計画の流出係数以下であり、かつ公共雨水マスの許

容流入量以下の場合は、直接、公共雨水マスへ接続可能です。 

⑥  公共雨水マスの許容流入量を超える場合は、公共雨水マスの増設や取付管の増径を検討

してください。 

⑦  ④で算定した流出係数が下水道事業計画の流出係数を超えた場合は、抑制施設の設置が

必要となることから、流出係数の差に相当する雨水抑制容量をクロスポイント（溢水
いっすい

がな

くなる）までの時間で計算し、その合計量を算定してください。 

⑧  算定した雨水抑制容量を敷地内の抑制施設によって抑制後、公共雨水マスに放流してく

ださい。 
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４ 貯留施設および浸透施設の種類 

浸水被害防止と併せて地下水かん養を目的とするため浸透施設を優先するが、地下水が高

い地域など浸透施設を採用することが適さない場合は貯留施設を採用してください。 

 

① 浸透施設 

浸透桝、浸透トレンチ、空隙貯留浸透、透水性舗装、浸透地（緑地・裸地等）など 

② 貯留施設 

地下貯留槽、空隙貯留（砕石等）、駐車場貯留、調整池、屋上貯留など 

 

〈その他〉 

1.  貯留施設および浸透施設の設置場所を選定にあたり、地下水位が高く浸透効果が見込め

ない場所への設置は避けてください。「雨水浸透施設技術指針（案）調査・計画編」では、

貯留構造体の底面より地下水面までの距離が０．５ｍ以上であれば浸透能力が期待できる

とされています。現地調査や既存資料を収集し土質条件や地下水位を把握し、必要がある

場合は土質調査等を検討してください。 

2.  貯留槽の容量は、土地利用の軽微な変更や施工誤差を加味し、余裕を見込んでください。 

3.  施設の流入側は、泥だめ施設を設置し土砂が流入しないような構造としてください。 

4.  貯留施設および浸透施設の設置場所は、施設設置後の機能維持が図れるよう、定期的な

維持管理が容易に行える構造や作業の安全等を考慮してください。 
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５ 流出係数 

○地区別の流出係数（下水道事業計画） 

地区 流出係数 排水区 備考 

金田東 0.65 金田東排水区 金田東特定土地区画整理事業 

金田西 0.65 金田西排水区 金田西特定土地区画整理事業 

ほたる野 0.65 
平川右岸第１～４、左岸第１～５、

清川第３排水区 
中尾伊豆島特定土地区画整理事業 

請西東 0.65 矢那川左岸第２、３，７排水区 請西第二特定土地区画整理事業 

請西南 0.65 矢那川左岸第２、３，７排水区 請西第三特定土地区画整理事業 

請西千束台 0.65 貝渕排水区 請西千束台特定土地区画整理事業 

羽鳥野 0.65 大久保第１排水区 烏田特定土地区画整理事業 

かずさ鎌足 

0.45 上総第１、２排水区 
かずさＡＰ センタークラスター 

0.30 上総第１、２排水区域外 

0.50 上総第３排水区 

かずさＡＰ 北研究クラスター 0.40 上総第４排水区 

0.40 上総第３、４排水区域外 

港南台 0.65 小浜第１～３排水区 小浜特定土地区画整理事業 

潮浜 0.60 潮浜排水区  

畑沢南の一部 0.60 君津富津処理区域  

合流地区 0.70 中央第 1排水区 吾妻、中央、富士見、新田の一部 

 

○工種別の流出係数（下水道事業計画） 

工種名 標準値 採用値 備 考 

屋根 0.85～0.95 0.90 採用値以外で、流出抑

制を図る施設の採用は

可能です。 

 

その場合は流出係数

に採用したことが分か

る資料を添付してくだ

さい。 

道路（舗装） 0.80～0.90 0.85 

その他不透面 0.75～0.85 0.80 

水面 1.00 1.00 

浸透性舗装 0.70 0.70 

砂利敷き 0.30 0.30 

間地 0.10～0.30 0.20 

芝、樹木の多い公園（緑地） 0.05～0.25 0.20 
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６ 許容流出量の算定に用いる公式 

① 雨水流出量算定公式  

合理式    Ｑ =
１

360
×Ｉ ×Ｃ ×Ａ 

Ｑ：雨水流出量（ｍ3／秒） 

Ｃ：流出係数（下水道事業計画） 

Ｉ：流達時間内の平均降雨強度（mm／時） 

Ａ：排水面積（敷地面積）（㏊） 

 

② 降雨強度公式  

タルボット型 Ｉ =
ａ

（ｔ＋ｂ）
 

I：流達時間内の平均降雨強度（mm／時） 

t：降雨継続時間（分） 

a, ｂ：定数 

過去の降雨資料などから Ｉ =
5,000

（ｔ＋40）
 とする。（確率年：5年） 

・流達時間 ｔ＝ｔ1＋ｔ2 

ｔ：流達時間（分） 

ｔ1：流入時間（5分またはW.S.Kerbyの式で求めた値） 

ｔ2：流下時間（分） 

ｔ2＝Ｌ／（Ｖ×60） 

Ｌ：流路延長（ｍ） （排水設備の最長延長） 

Ｖ：流速（ｍ／秒） 

※流入時間（ｔ1）：集水区域の最遠地から排水施設に達するまでの時間 

※流下時間（ｔ2）：排水施設である排水溝（管）を流れて計画地点に達するまでの時間 

 

③ 流速計算式（流速の範囲は 0.8 ～3.0 m／秒） 

マニング公式 Ｖ＝
１

ｎ
×Ｒ2/3×Ｉ1/2 

Ｖ：流速（ｍ／秒） 

ｎ：粗度係数  塩ビ管 0.010、コンクリート製品 0.013 

Ｒ：径深（ｍ） Ｒ＝Ａ／Ｐ 

Ｐ：潤辺長（ｍ） 

水路断面において水が周囲の壁や底と接する長さ 

（円形管は満水、矩形きょは内のり高さの９割とする） 

Ａ：流水の断面積（ｍ2） 

（円形管は満水、矩形きょは内のり高さの９割とする） 

Ｉ：動水勾配 
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④ クロスポイントの計算（クロスポイントの計算単位に切り上げるものとする） 

ｔc＝
１

360
× 5,000 ×Ｃ₁ ×Ａ ×

１

Ｑ₀
− 40   （∵Ｑ =

1

360
× I × C × A） 

ｔc：クロスポイント（分） 

Ｃ1：流出係数（開発後） 

Ａ：開発面積（㏊） 

Ｑ0：許容流出量（ｍ
3／秒） 

 

⑤ 雨水抑制容量（∑Q）の計算（10分又は５分単位で累計） 

Ｑ（0～10）＝（0＋
1

360
×

5,000

10＋40
× 600 × (Ｃ₁ −Ｃ₀) ×Ａ） ×

1

2
 

Ｑ（10～20）＝（
1

360
×

5,000

10＋40
× 600 × (Ｃ₁ −Ｃ₀) ×Ａ＋

1

360
×

5,000

20＋40
× 600 × (Ｃ₁ −Ｃ₀) ×Ａ） ×

1

2
 

Ｑ（20～30）＝（
1

360
×

5,000

20＋40
× 600 × (Ｃ₁ −Ｃ₀) ×Ａ＋

1

360
×

5,000

30＋40
× 600 × (Ｃ₁ −Ｃ₀) ×Ａ） ×

1

2
 

以下、クロスポイントまで計算し、累計を合計する。 

∑Q：雨水抑制容量（ｍ3） 

Ｃ1：流出係数（開発後） 

Ｃ0：流出係数（下水道事業計画） 

Ａ：開発面積（㏊） 

 

※貯留施設および浸透施設の設計は、「千葉県における宅地開発等に伴う雨水排水・貯留浸透計画策

定の手引きの解説」を参考にしてください。 
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【計算例】（雨水桝１つの場合） 

・敷地面積（合計） 1,625ｍ2 

建物（屋根）面積 232ｍ2 

駐車場（舗装）面積 1,372ｍ2 

芝（緑地）面積 21ｍ2 

・流路延長（排水設備の最長延長） 47ｍ 

・流出係数（下水道事業計画） 0.65 

 

〈土地利用図〉 

敷地面積 1,625ｍ2 

 

芝 21ｍ2            流路延長（排水設備の最長延長）= 47ｍ 

 

駐車場（舗装） 1,372ｍ2 

建物（屋根） 

232ｍ2 

 

 

 

 

 

 

１ 開発後の流出係数の算出 

種別 
面積 

（ａ） 

流出係数

（ｂ） 

加重値 

（ａ×ｂ） 
備考 

建物（屋根） 232 0.90 208.80  

駐車場（舗装） 1,372 0.85 1,166.20 アスファルト舗装 

芝（緑地） 21 0.20 4.20 張芝 

計 1,625  1,379.20  

平均流出係数 1,379.20÷1,625.0＝0.85 （少数第 3位四捨五入） 

※土地利用図により算出してください。 

※流出方向が違う場合は流域ごとに計算してください。 
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２ 許容流出量の計算 

許容流出量は、下水道事業計画の流出係数Ｃ＝0.65を用いて計算。 

雨水流出量 Ｑ =
１

360
×Ｉ ×Ｃ ×Ａ 

Ｑ：雨水流出量（ｍ3／秒） 

Ｃ：流出係数 

Ｉ：降雨強度（mm／時） 

Ａ：排水面積（敷地面積、㏊） 

降雨強度公式 Ｉ =
5,000

ｔ＋40
＝

5,000

5.8＋40
＝109.17  mm／時 

流達時間 ｔ = 5 +
47

（1.0×60）
＝5.8 分 

※流入時間：5分 流速 1.0ｍ／秒で計算 

許容流出量 Ｑ0=
１

360
× 109.17 × 0.65 × 0.1625＝0.0320 ｍ3／秒 

 

３ クロスポイントの計算 

ｔc＝
5,000×Ｃ1×Ａ

360×Ｑ0
 －40 

ｔc＝
5,000×0.85×0.1625

360×0.0320
 －40＝20分 

Ｃ1：流出係数（開発後）= 0.85 

Ａ：排水面積（敷地面積）= 0.1625 ㏊ 

Ｑ0：許容流出量= 0.03210ｍ3／秒 

 

４ 雨水抑制容量（∑Q）の計算（10分単位で累計）上記のｔc＝２０分まで計算する 

・最初の１０分 

Ｑ（0～10） 

＝(0＋
1

360
×

5,000

10＋40
× 600 × (0.85 − 0.65) × 0.1625) ×

1

2
＝2.708㎥ 

・次の１０分（計２０分） 

Ｑ（10～20） 

＝ (
1

360
×

5,000

10＋40
× 600 × (0.85 − 0.65) × 0.1625＋

1

360
×

5,000

20＋40
× 600 × (0.85 − 0.65) × 0.1625) ×

1

2

＝4.964㎥ 

開発区域全体の雨水抑制容量  2.708ｍ3＋4.964ｍ3＝7.68ｍ3   

 

５ 計画貯留量の計算 

① 有孔管φ200 Ｌ＝29.70ｍ （0.10×0.10×3.14×29.70＝0.93ｍ3） 

② 砕石貯留（H×W×Ｌ-有孔管体積）（（0.80×0.90×29.70）－1.09＝20.29ｍ3） 

有孔管の体積を控除（0.108〔管外径〕×0.108×3.14×29.70＝1.09ｍ3） 

単粒度砕石３～４号の空隙率を 40％とする。  

20.29ｍ3×40％÷1.2（１＋余裕 2割）＝6.76ｍ3  

計画貯留量＝0.93+6.76＝7.69ｍ3 ＞ 雨水抑制容量＝7.68ｍ3 ＯＫ！ 



 

 

○木更津市公共下水道等雨水流出抑制に関する指導要綱 

平成２９年３月２７日告示第７９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、木更津市公共下水道事業計画（以下「下水道事業計画」という。）で決定した

全降雨量に対する下水道管渠に流入する最大雨水流出量の割合（「以下流出係数」という。）に合

せた適切な排水設備にすることにより、大雨等による浸水被害を未然に防ぐことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 公共下水道等 下水道事業計画に基づき設置された雨水管及び道路側溝をいう。 

（２） 雨水流出抑制 雨水を地中に浸透させ、又は一時的に貯留することにより、公共下水道

等に流出する雨水量を減少させることをいう。 

（３） 雨水流出抑制施設 次のいずれかに該当する施設をいう。 

ア 雨水浸透施設 

イ 雨水貯留施設 

ウ ア及びイの施設を組み合わせた施設 

エ その他市長が雨水流出抑制に効果があると認める施設 

（対象施設） 

第３条 この要綱は、公共下水道が供用開始又は供用開始見込の区域内若しくは都市下水路に排水

設備を接続し排水を計画している土地で、建築物、駐車場、遊戯施設、鉄塔、ソーラー発電所等

の施設を建設しようとする場合で、300 平方メートル以上の土地に対して適用するものとする。 

 

（雨水流出抑制量） 

第４条 木更津市公共下水道事業計画で決定した排水区別流出係数の算出の平均流出係数の採用値、

上総地区土地利用内訳及び流出係数算定表の採用流出係数を超える雨水流出量を抑制するものと

する。 

 

（雨水流出係数計算書・雨水流出抑制施設計画書の添付） 

第５条 前条に該当する場合は、雨水流出係数計算書及び雨水流出抑制施設計画書を作成するもの

とする。 

２ 雨水流出抑制施設計画書は、木更津市公共下水道条例（昭和５９年木更津市条例第１４号） 第

５条に規定する排水設備等計画確認申請書に、添付するものとする。 

（維持管理） 

第６条 雨水流出抑制施設の設置者は、雨水流出抑制施設の機能を十分に発揮できるよう適切に維

持管理するよう努めるものとする。 

（その他） 



 

 

第７条 この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から実施する。 

附 則（令和７年６月１７日告示第２６３号） 

この要綱は、令和７年８月１日から施行する。 


